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地域医療連携システムの医療経済評価に関する研究 
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研究要旨 

医療情報システムは診療情報の保存・参照機能や業務支援、医療安全、費用削減など多面的

な有用性が期待され、導入が着実に進んでいるが、その効果は客観的・定量的な指標が得にくく、

定性的な評価に留まり、医療情報システムの評価は未解決な問題として残されている。そのため、

これまで多くの投資がされているにもかかわらず、一部の機能効果をもとに費用便益解析評価は

散見されるものの、多面的な機能を有する情報システムについて系統的評価をもとにした費用対

効果の検討はなされていない。本研究は、特に地域医療連携システムに焦点をあて、費用対効果

を検討するための定量的効果指標について検討することを目的とする。平成26年度は、(1) 米国

の大規模医療提供者等への訪問調査、(2) 国内地域医療連携システムの事例調査、(3) EHR・EMR、

遠隔医療システム等の導入にともなうプロセスおよび臨床的効果の評価についてのシステマテ

ィックレビュー、その中で用いられた効果指標の我が国での適用性について検討した。また、(4) 

システムに期待される効果の中で、客観的指標としうる情報の抽出とその導出のために必要とな

る機能の組み込みと有効性評価に向けた要件について検討した。 

平成27年度は、(1) 地域医療連携システムにより期待される診療情報の共有による医療の効率

性に関する効果を見る目的で、HIE(Health Information Exchange)をキーとしてシステマティックレ

ビューを拡張する形で文献調査と検討を行った。その中で用いられた効果指標の我が国での適用

性を検討した。(2) レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）の集計表データを用い

て、地域医療連携システムを導入した医療機関と導入していない医療機関・地域の間で糖尿病管

理における診療プロセス、その結果としての合併症や診療報酬請求額の経年変化の違いについて

比較検討した。また、(3) 一施設内における評価の試み、地域医療連携パスを用いた評価の試み、

平成26年度に継続して診療情報連携の事例調査、およびシステムからの客観的指標としうる情報

の抽出と必要となる機能の組み込みの例としてエラーチェック機能について検討した。(4) 最終

的に地域医療連携システムの効果メジャーのフレームワークを構築した。本フレームワークは地

域医療連携システムの評価に関する概念を整理し、メジャーの例を示す。 

本研究の成果は、地域医療連携システムを中心とする医療情報システムに関する系統だった

費用対効果の定量的評価への変換に向けた、重要なステップとなるものと考える。今後、実際の

評価に供し、改訂がなさされ、経年的な評価に活用されることが期待される。 

キーワード：地域医療連携システム、EHR、HIE、診療情報共有、費用対効果、クォリティ・インディ

ケータ、効果メジャー、システム効果メジャーのフレームワーク



2 
 

A．研究目的 

我が国では部門システムやオーダエントリシス

テム等の病院情報システムは1980年代、1990年代

に大きく進展し、続いて2000年代に入ると電子カ

ルテシステムが本格的に導入されるようになった。

さらに、2010年代に入ると、地域医療連携システ

ムへの取り組みが始まった。地域医療連携システ

ムは2015年には全国で160程度が稼働していると

されるが、その継続性、有効性等について系統だ

った議論は、まだほとんどなされていないといっ

てよい。 

もとより病院情報システムは診療情報の保存や

参照機能、業務支援、医療安全、費用削減など多

面的な有用性が期待され、導入が進んできたが、

その効果については客観的・定量的な指標が得難

く、これまで多くの投資がなされているにもかか

わらず、一部の機能効果をもとにした費用便益分

析は散見されるものの、多面的な機能を有する病

院情報システムについて系統的な評価をもとにし

た費用対効果の検討はなされていない。地域医療

連携システムはもとより、医療情報システムの評

価は未解決な問題として残されている。 

本研究では、地域医療連携システムにおける費

用対効果を検討するための基礎研究として、定量

的な効果指標の確立、地域医療連携システムがも

たらす効果の推定を目的として、以下の取り組み

を行った。 

1. 文献調査 

地域医療連携システム導入に関わる評価につい

て文献調査から得られる効果指標を抽出し、我が

国での適用性を検討する。 

2. 効果の測定と評価の試行 

 具体的な評価の試みとして、レセプト情報・特

定健診等情報データベース(NDB)を用いた分析(分

担研究・石田)、一施設内での評価(分担研究・渡邉)、

地域医療連携パスによる評価(分担研究・白鳥)を実

施する。 

3. 地域医療連携システムメジャーのフレームワ

ークの構築 

本研究の一連の調査・研究結果をもとに、地域

医療連携システムの効果に関するメジャーのフレ

ームワークを構築する。 

4. 事例調査と客観的指標としうる情報の抽出 

平成27年度に継続して地域医療連携システムの

システム構築・維持に要する費用、提供される機

能、共有される診療情報、利用者の評価、機能面

の効果等について国内外の事例について調査し考

察する。 

システムに期待される効果の中で、客観的指標

としうる情報の抽出とその導出のための機能の組

み込み、有効性評価に向けた要件を検討する。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は患者情報を直接分析対象とするもので

はなく倫理的問題が生じることはないと考えるが、

慎重を期して病院情報システムで医療安全に資す

る効果情報を取得する機能の実装とその評価につ

いて、担当する研究分担者の所属施設にて倫理委

員会より承認を得た。全体を通じて、倫理面には

常に留意して研究を実施する。 

 

B．研究方法 

1. 文献調査 

医学中央雑誌、PubMed、Cochrane Database for 

Systematic Review(CDSR)を対象に、国内外の文献調査

を行った。平成26年度は医療情報システム、電子カル

テ、地域医療システム、診療連携システム、および、

費用効果分析または費用対効果を検索用語とした。日

本語、英語以外の言語、本文の取得が国外となるもの

は対象外とした。費用対効果論文を集積しているTufts

大 学 の CEA Registry 

(URL:https://research.tufts-nemc.org/cear4 /Home.aspx)も

参考とした。 

平成27年度はHIE(Health Information Exchange)を

キーとなる概念として文献検索を行うとともに、

そこで見られた効果メジャーについて、我が国に

おける適用の可能性を検討した。 

2. 事例調査 

国内については平成26年度、国内５箇所の地域医

療連携システムについて訪問調査を行った。対象は、
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道南MedIca(函館)、晴れやかネット(岡山)、あじさい

ネット(長崎)、青洲ネット(和歌山)、ＨＭネット(広島)

である。主としてシステム規模、運営主体、主目的、

導入・運用費、費用負担者等について調査した。また、

訪問先の５箇所のシステム利用者に対し、アンケート

調査を実施し、利用者の観点、臨床的観点からの評価

について検討した。 

また海外については、平成26年度は米国におけ

る大規模医療提供者における診療情報活用の取り

組み、Meaningful Use政策などを主な対象として調

査した。平成27年度はシンガポールにおける

NEHR(National EHR)の取り組みについて調査し

た。これらの調査を通じて医療情報化に関わる要

素を整理し、地域医療連携システムの評価の対象、

評価に関わる要因に関する概念と、評価の観点、

課題等を整理した。 

3. 効果の測定と評価の試行 

平成27年度は具体的な効果の測定と評価の試行

を行った。 

3.1 NDBを用いた地域医療連携システムの導入別

の比較検討 

地域医療連携システムの稼働の有無については

日医総研の調査による全園地域医療連携一覧

(2015年7月)をもとに、地域医療連携システムが５

年以上にわたり長期に稼働している実績のある二

次医療圏1箇所（A）とこれと人口年齢構成、およ

び糖尿病・代謝疾患の患者頻度が類似の二次医療

圏を2箇所（B,C）選択した。抽出対象は医療圏別

に診療報酬請求に２型糖尿病の病名が付けられイ

ンスリンや経口糖尿病薬が用いられている、ある

いは関連の指導管理料が算定されている20才以上

の患者とした。各々のグループを年齢階層別、男

女別に集計し、平成22年〜平成26年度の５年間の

NDB情報から年度毎に抽出、集計された診療情報

の提供を受けた。なお、20〜40才代の患者数は、

他の年齢階層と比較して少数であったため、解析

ではそれらの年代についてはまとめて扱った。 

本研究の結果については、本稿のあとに別添資

料として添付する分担研究報告「レセプト情報・

特定健診等情報データベース（NDB）を用いた

地域医療連携システムの糖尿病管理に対する

効果の評価に関する研究」（石田博）を参照さ

れたい。 

3.2 一施設内における評価試行 

画像の共有がもたらす医療経済上のメリットに

ついて聖路加国際病院における外部医療機関から

の画像取込実態を調査し、医療経済的効果を検討

した。また、聖路加国際病院におけるclinical quality 

measuresの共有による医療の質向上への効果につ

いて施設内検討を実施した。 

3.3 地域連携クリニカルパスによる情報共有が医

療レベルに与える影響についての調査 

岐阜地域の地域連携クリニカルパスの取り組み

を対象として、地域での医療機関の連携ならびに

情報共有が、地域の医療レベルの向上、健康水準

の引き上げにまで繋がる可能性があるか検討を行

った。 

4. 病院情報システムからの客観的指標としう

る情報の抽出 

平成26年度は、山口大学医学部附属病院で導入、使

用している富士通社製HOPE EGMain-GX®による病院情

報システムでなされるオーダを本研究の対象とした。

本研究で収集するチェック情報は倫理委員会承認後

の平成27年１月１日〜平成27年3月31日迄の期間に、

病院情報システムで各種のオーダがなされ、そのうち

何らかの理由でチェックがなされたオーダ内容を対

象とした。ただし、3月25〜26日はシステム停止にて

除外している。この研究目的に追加した機能は以下の

通りである。 

① オーダリングのチェック機能（従来の機能）によ

りチェックされたオーダ内容とともにそのチェッ

クメッセージ内容、オーダ関連番号を端末側に一

旦保存する。 

② ①の情報を１日１回、サーバ側に転送しDBMS（SQL 

server）に蓄積する。 

現行システムのチェック内容は、オーダに含まれる

不適切な内容により、直接、患者に侵襲を及ぼす可能

性のあるもの、あるいは、運用やシステム的な制限で

のチェックも含まれ、全体で148項目となっている。 

平成27年度は名古屋大学医学部附属病院にて同様
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から

で、除外基準

。このうち

効果、費用便益、費用削減を検討した

いて概要をまとめた。システム分類では

件、診断支援

が16

 

導出 

．研究結果 

1. 文献より得られた結果

1.1 平成26年度の結果

平成26年度は

ダエントリなど

献調査を行った。

の詳細については

医療関連システムの医療経済性評価に関わる知見の

文献的検討」(石田

示す。 

医学中央雑誌から最終的に

が地域医療連携システム等の具体的、客観的指標によ

る評価を行った論文は見い

からタイトルおよび抄録

、除外基準に合致する

。このうちシステマティックレビューを除

効果、費用便益、費用削減を検討した

いて概要をまとめた。システム分類では

、診断支援(CDSS)/

16件、その他

 

 

文献より得られた結果

年度の結果 

年度はEHR/EMR、遠隔医療、

など医療情報システムを対象として文

献調査を行った。平成26年度の

については、平成26

医療関連システムの医療経済性評価に関わる知見の

石田博)を参照されたい。以下に概要を

医学中央雑誌から最終的に

が地域医療連携システム等の具体的、客観的指標によ

る評価を行った論文は見い出

タイトルおよび抄録により

に合致するものを除

システマティックレビューを除

効果、費用便益、費用削減を検討した

いて概要をまとめた。システム分類では

(CDSS)/オーダリングが

、その他3件であった。

 

文献より得られた結果 

、遠隔医療、

医療情報システムを対象として文

年度のシステマティク・レビュ

26年度分担研究

医療関連システムの医療経済性評価に関わる知見の

を参照されたい。以下に概要を

医学中央雑誌から最終的に80の文献が検索された

が地域医療連携システム等の具体的、客観的指標によ

出されなかった。

により抽出された

ものを除くと220

システマティックレビューを除

効果、費用便益、費用削減を検討した39件の

いて概要をまとめた。システム分類では

オーダリングが10件

であった。 

、遠隔医療、CDSS/オー

医療情報システムを対象として文

システマティク・レビュ

研究報告「地域

医療関連システムの医療経済性評価に関わる知見の

を参照されたい。以下に概要を

の文献が検索された

が地域医療連携システム等の具体的、客観的指標によ

されなかった。PubMed

抽出されたのは419件

220件となった

システマティックレビューを除き、費用対

件の論文につ

いて概要をまとめた。システム分類ではEHR/EMRが10

件、遠隔医療

オー

医療情報システムを対象として文

システマティク・レビュ

報告「地域

医療関連システムの医療経済性評価に関わる知見の

を参照されたい。以下に概要を

の文献が検索された

が地域医療連携システム等の具体的、客観的指標によ

PubMed

件

件となった

費用対

論文につ

10

、遠隔医療
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(1) システム分類別の医療経済評価の分析方法 

医療経済評価を検討した分析方法としては、費用便

益分析(22件)、費用最小化分析(3件)、費用対効果分析

(7件)が用いられていた。システム分類別にみると、E

HR/EMRではほとんどが費用便益であり、遠隔医療で

は費用対効果あるいは費用効用分析が多く、CDSS/

オーダリングでは費用対効果・費用効用分析が多く採

用されていた。 

 

(2) 主要な効果指標と分析手法 

システム別の論文の中で用いられた主要な効果指

標としては、処方・注射オーダ時のチェック機能によ

る「予防しうる」薬剤有害事象、あるいは投薬エラー

の頻度低下、EBMに則った治療ガイドラインからの

支援機能等による臨床上の効果である血圧コントロ

ール、あるいは糖尿病におけるHbA1cのコントロール

、血栓・塞栓予防、死亡率の低下、QOLの改善、さら

には不要な検査や投薬数の減少、入院率や期間の減少

、人員削減を含む医療者や事務等の労働時間の短縮や

、カルテ用の紙等さまざまな物品・消耗品消費減少に

よる経費削減などが挙げられた。 

分析方法との関係では、臨床的効果について効果指

標の単位変化についての費用を求める費用効用分析

を含む費用対効果と、その効果からもたらされる医療

費の軽減や医療資源利用の節減による費用節約をみ

る費用便益のどちらもよく用いられていた。一方、処

方・注射の有害事象、エラー頻度の低下、労働時間や

経費削減に対しては費用便益分析が多用されていた。 

 

(3) 効果指標の類型化と分析手法 

効果指標と医療経済評価の手法の関係では、血圧低

下やHbA1c低下などの短期的な臨床的効果の評価の場

合は各々の直接の臨床効果単位あたりの費用評価と

なる費用対効果分析あるいは費用効用分析が、入院な

どの医療資源を消費するような情報を活用する場合

は、例えば入院1回予防あたり、あるいは入院1日あた

りなどの費用の形で費用対効果分析が、さらにそれに

よる医療費の減少等による費用便益分析が行われて

いた。長期にわたる臨床効果の評価の場合は、短期効

果から長期に外挿可能なモデルを作成し予後推定す

る分析が多くみられた。 

また、主な分析事例として、①情報共有と診療支援

システム（CDSS）による薬物有害事象、処方エラーの

減少、②情報共有による重複検査の減少、③専門医と

の情報共有と診療連携による臨床効果指標（HbA1c）

と長期予後予測モデルを取り上げ、手法の適用可能性

を検討した。 

 

1.2 平成27年度の研究結果 -Health Information 

Exchangeの効果 

近年、米国を中心に患者情報の交換に焦点を当

てたHIE(Health Information Exchange)という概念

が用いられている。平成27年度はHIEをキーとして

その効果に関する研究で用いられたインディケー

タ/メジャーに焦点をあて、文献的検討を行った。

詳細については平成27年度分担研究報告「地域医

療連携システムにおける医療の効率性についての

文献的評価−診療情報共有による重複検査・入院の

減少効果」(石田博)を参照されたい。 

HIE (Health Information Exchange、医療情報交換)

は臨床データを医療機関の間で電子的に共有する

ことを指し、効率性、費用対効果、質、および医

療提供の安全性を目的としている。平成26年度の

総括研究報告書で述べた「診療情報連携」は、こ

れに近い概念を指すと考えられる。 

HIEの評価に関する論文は多数みられたが、中で

もWilliam R Hersh, et alによるOutcomes From H

ealth Information Exchange: Systematic Review an

d Future Research Needs (JMIR Med Inform, 201

5, vol. 3, iss.はHIEのアウトカムに関する文献の

システマティク・レビューと、将来的な研究の必

要性について論じたもので、本研究の中心テーマ

に近いと考えられた。同レビューで対象とした論

文は、1990年1月から2015年2月までの臨床または

公衆衛生領域でのHIEに関するもので、5211の潜在

的可能性のある参考文献から849の論文を抽出し、

そのうち34の研究が最終的にアウトカムを提案し

ていると考えられた。34件のうち、2件(3つの論文

)はRCTで、32件は観察的研究である。ほとんど米

国の研究で、8件は欧州、カナダ、イスラエル、お
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よび韓国である。これらの研究は臨床的あるいは

公衆衛生のプロセス、経済的効果あるいはポピュ

レーションのアウトカムについて述べていた。HI

Eの危害・障害(harms)、ネガティブな意図しない結

果を報告したものはなかった。大半はバイアスの

リスクは小さいが(内的妥当性は保たれるが)、後ろ

向き研究の観察的研究であり、エビデンスの適用

には慎重な検討が必要である。 

 

2 事例調査 

2.1 国内地域医療連携システムの調査 

国内において地域医療連携システムを先行して構

築している、道南MedIka、青洲リンク、晴れやかネッ

ト、KBネット、HMネット、あじさいネットの5箇所を

訪問して、その効果、利点、問題点など多岐にわたる

ヒヤリングを行った。電子的でなく情報共有を行って

いる地域での問題点も同時にヒヤリングをして、地域

医療連携システムを構築していく意義やその注意点

についても整理を行った。 

また、2015年1月に、訪問先の連携システム・利用

者に対し、アンケート調査を行った。平成26年度の総

括研究報告で「付録1地域医療連携システムの実態調

査の結果」を示した。平成27年度は、さらに詳しく分

析した。 

訪問調査については平成26年度研究分担報告「連携

する医療情報のコンテンツはいかにあるべきか」(渡

邉 直)、「実システムにおける効果指標の検討・実

臨床での情報取得に関する検討」(白鳥 義宗)を参照

されたい。 

 

2.2 海外訪問調査 

平成26年度 

(1) 米国訪問調査によるフレームワークの検討 

 2014年8月、米国の大規模医療提供者であるIntermo

untain Healthcare、Kaizer Permanente, Brigham and W

omen’s Hospital、および米国医療情報化政策を統括す

るNational Coordinator for Health Information Technol

ogy、その標準技術部門である Office of Standards an

d Technology、およびシンクタンクであるthe MITRE 

Corporation等を訪問し、インタビュー調査を行った。 

本調査結果の詳細については、本総括研究報告書・

別冊の資料集を参照されたい。以下では、本訪問調査

を通じて得られた、医療の質の向上のための、医療情

報化の取り組みについて要約する。 

 

(1) 医療情報化政策 

重要な医療情報化政策として、医療提供者および患

者の診療情報へのアクセスが挙げられる。医療者だけ

でなく患者にも診療情報の利用を可能とするという

ことについて力が入れられている。患者の医療参画を

より強く進める上で、患者への診療情報提供が重要視

されている。患者が自身の診療情報を利用できるよう

にするBlue buttonやアプリケーション・プラットフォ

ーム等の新たな開発が継続している。(注. Blue butto

n: 患者はサインアップして例えば受診中の施設で受

けた検査や処方をみることができる。) 

Meaningful Useプログラムでは、認証されたEHR(C

ertified EHR)を採用し、それを有益に用いることにつ

いてのインセンティブとして、報賞フェーズがある。

その要件としてQuality Measuresの報告や、電子処方

、退院時サマリーの患者への提供が含まれている。Q

uality Measuresは、National Quality Forumで審議・定

義されており、ユニークな解釈が可能となるように詳

細な計算ルールが定められている。目指すのはEHR

による計測、報告であるが、段階的に進められている

。退院時サマリーの患者への提供は、当初の要件では

患者の10%が自分の記録にアクセスし、閲覧できてい

ることを求めていた。MU改訂Stage 2では50%とされ

ている。 

大規模施設でもMUプログラムに参加し政府プロ

グラムの利点を活用している場合と、MUプログラム

に参加しない場合がある。参加しない施設にはMUの

医療情報テクノロジーをすでに有している場合があ

ると考えられる。 

 



 

(2) 大規模Healthcare

テム共通してみられる特徴として、診療

、管理)データの蓄積、分析、活

ntermountainでは、エビデンスの生成、評価指標取得

のためEDWH (

ている。EBM

・リアルタイムで

ドバックする仕組みがある。こうした活用を含めてポ

ピュレーション・ヘルスという用語が使われている。

Kaizer Permanente

ンの患者と医療者のコミュニケーションが支援され

ており、外来診療件数のカットダウン

。Brigham and Women’s Hospital

開発してきた医療情報システムから、市販の電子カル

テシステムに切り替える予定であるとのことであっ

た。 

観察された医療の質向上のための医療情報化のフ

レームワークを図

 

平成27年度

(3) シンガポール訪問調査

海外の事例として

James YIP

Officer)、 National

Min Liong、

Low Cheng Ooi

of Health Holdings

(the Health IT Company, 

接調査を行った。

(One Singaporean, One Health Record)

ンが掲げられ、

療情報の相互運用性を高めるため、

(EMRX)システムを実装し、公的病院の間で医師に

よる診療情報の交換が可能となった。

EMRXでは医用画像を扱えない、構造的・意味的

な不整合により意思決定支援を適用できないなど

の限界が指摘され、

とよばれる新たな情報化戦略が打ち出された。

NEHRは臨床とビジネスの変革を可能にするも

ので、人々が自分の健康を管理でき

Healthcare Provider

テム共通してみられる特徴として、診療

データの蓄積、分析、活

ntermountainでは、エビデンスの生成、評価指標取得

EDWH (Enterprise

EBMのアプローチだけでなく、オンライン

・リアルタイムでQuality Measures

ドバックする仕組みがある。こうした活用を含めてポ

ピュレーション・ヘルスという用語が使われている。

Kaizer Permanenteでは患者ポータル、およびオンライ

ンの患者と医療者のコミュニケーションが支援され

ており、外来診療件数のカットダウン

Brigham and Women’s Hospital

開発してきた医療情報システムから、市販の電子カル

テシステムに切り替える予定であるとのことであっ

観察された医療の質向上のための医療情報化のフ

レームワークを図2に示す。

年度 

シンガポール訪問調査

海外の事例としてシンガポール

James YIP 、 CMIO(Chief Medical Informatics 

National Health University System

、CMIO、Changi General Hospital

Low Cheng Ooi、CMIO、

of Health Holdings、Dr. Chong Yoke Sin

ealth IT Company, 

接調査を行った。2003 

aporean, One Health Record)

ンが掲げられ、2004 年には医療グループの間で診

療情報の相互運用性を高めるため、

システムを実装し、公的病院の間で医師に

よる診療情報の交換が可能となった。

では医用画像を扱えない、構造的・意味的

な不整合により意思決定支援を適用できないなど

の限界が指摘され、2008

とよばれる新たな情報化戦略が打ち出された。

は臨床とビジネスの変革を可能にするも

、人々が自分の健康を管理でき

Providerにおける医療情報シス

テム共通してみられる特徴として、診療

データの蓄積、分析、活用がある。歴史ある

では、エビデンスの生成、評価指標取得

Enterprise Dataware House)

のアプローチだけでなく、オンライン

Quality Measuresを臨床家にフィー

ドバックする仕組みがある。こうした活用を含めてポ

ピュレーション・ヘルスという用語が使われている。

では患者ポータル、およびオンライ

ンの患者と医療者のコミュニケーションが支援され

ており、外来診療件数のカットダウン

Brigham and Women’s Hospitalでは、これまで研究

開発してきた医療情報システムから、市販の電子カル

テシステムに切り替える予定であるとのことであっ

観察された医療の質向上のための医療情報化のフ

に示す。 

シンガポール訪問調査 

シンガポール

Chief Medical Informatics 

Health University System

Changi General Hospital

、Ministry of Health

Dr. Chong Yoke Sin

ealth IT Company, subsidiary of MOHH)

2003 年に「国民１人に１カルテ

aporean, One Health Record)

年には医療グループの間で診

療情報の相互運用性を高めるため、

システムを実装し、公的病院の間で医師に

よる診療情報の交換が可能となった。

では医用画像を扱えない、構造的・意味的

な不整合により意思決定支援を適用できないなど

2008年にNational EHR(NEHR)

とよばれる新たな情報化戦略が打ち出された。

は臨床とビジネスの変革を可能にするも

、人々が自分の健康を管理でき

における医療情報シス

テム共通してみられる特徴として、診療(および経営

用がある。歴史ある

では、エビデンスの生成、評価指標取得

Dataware House)を構築し

のアプローチだけでなく、オンライン

を臨床家にフィー

ドバックする仕組みがある。こうした活用を含めてポ

ピュレーション・ヘルスという用語が使われている。

では患者ポータル、およびオンライ

ンの患者と医療者のコミュニケーションが支援され

ており、外来診療件数のカットダウンに繋がっている

では、これまで研究

開発してきた医療情報システムから、市販の電子カル

テシステムに切り替える予定であるとのことであっ

観察された医療の質向上のための医療情報化のフ

シンガポールを訪問し、

Chief Medical Informatics 

Health University System、Dr. Goh 

Changi General Hospital、Prof. 

Ministry of Health/Ministry 

Dr. Chong Yoke Sin、CEO of IHiS 

subsidiary of MOHH)等に面

年に「国民１人に１カルテ

aporean, One Health Record)」というビジョ

年には医療グループの間で診

療情報の相互運用性を高めるため、EMR Exchange 

システムを実装し、公的病院の間で医師に

よる診療情報の交換が可能となった。しかし、

では医用画像を扱えない、構造的・意味的

な不整合により意思決定支援を適用できないなど

National EHR(NEHR)

とよばれる新たな情報化戦略が打ち出された。

は臨床とビジネスの変革を可能にするも

、人々が自分の健康を管理でき自身の健康情
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鳥義宗)を参照されたい。 

 

3.1 NDBを用いた分析 

レセプト情報・特定健診等情報データベースを用い

て、地域医療連携システム導入を行っている医療機関

とそれ以外の医療機関に受診する糖尿病患者を対象

に比較検討した。日医総研の調査による全国地域医療

連携一覧（2015年7月）をもとに、地域医療連携シス

テムが５年以上稼働している二次医療圏１箇所（A）

と、それと人口年齢構成、糖尿病・代謝疾患の患者頻

度が類似の２次医療圏を２箇所（B,C）選択した。医

療圏Aはさらに地域医療連携システムの導入医療機

関群と非導入医療機関群に分け、医療圏A・導入医療

機関群(A1)、医療圏A・非導入医療機関群(A2)、医療

圏B、医療圏Cの4と群とした。以下各群をA1、A2、B、

Cと表す。平成22年から25年にかけて抽出患者総数は

グループ毎に異なってはいたが、1.5〜２.3倍程度に増

えていた。 

治療に関して血糖降下薬ではA1、A2群でインスリ

ンの使用率が径年的に低下傾向であり、ビグアナイド

薬ではB群で増加傾向を認めたが、全てのグループで

スルホニル尿素薬、αグルコシダーゼ阻害薬、チアゾ

リジン薬、グリニド薬が減少経口薬であった。一方、

インクレチンの使用率が増加傾向にあった。検査では

A1、A2群で尿中微量アルブミン、LDLコレステロー

ルの測定頻度が増加傾向で、尿蛋白、クレアチニンの

測定頻度が経年的に減少傾向にある。グルコアルブミ

ンについては全てのグループで増加傾向にあった。C

群ではHDLコレステロール、トリグリセライド測定頻

度の増加傾向が認められた。 

指導管理の頻度ではB、C群で糖尿病合併症予防、

生活習慣病管理が、C群でさらに糖尿病透析予防が増

加傾向であったのに対し、A１群では糖尿病合併症予

防のみが増加傾向であった。 

多変量で投与薬剤の有無や検査や指導管理の頻度

について重回帰分析を行った結果、薬剤の使用につい

てはA１群で他の群に比しインクレチンが経年的に

増加し、インスリン、αグルコシダーゼ阻害薬、グリ

ニド薬が減少傾向にあった。検査、指導管理では、A

１群で尿中微量アルブミン測定頻度の増加やLDLコ

レステロール測定頻度の増加などが認められたが、前

者ではB群でも同様の傾向を認め、単独での有意な変

化はやLDLコレステロール測定頻度の増加のみであ

った。 

群別の糖尿病性トリオパシー（腎症・網膜症・神経

障害）および一人当たり年間診療報酬請求額の分布の

経年変化については、傾向検定ではA１群において糖

尿病性腎症や網膜症の経年的な減少傾向、C群で糖尿

病性神経障害の減少傾向を認めた。多変量解析におい

ては糖尿病性腎症ではC群で、網膜症ではA2群、C群

においても減少傾向が認められ、糖尿病性神経障害お

よび高脂血症でのみA１群で他の群とは異なり減少

傾向を認めた。その結果、一部の診療内容および合併

症について地域医療連携システムを導入している医

療機関の患者グループで経年的な変化を認めたが、診

療報酬請求額には変化を認めなかった。 

 

3.2 一施設内に於ける実態からの検討 

分担研究者が所属する聖路加国際病院におい

て、2014年4月～2015年3月における外部医療機関

からの画像取込実態調査を実施した。取込実績数

から同じ画像検査を1ヶ月以内に実施している場

合を除外したものを真に取込画像を利用して診療

を行った実数として抽出した。その結果、単純Ｘ

線写真52、乳腺撮影40、CT64、MRI156、骨シンチ

4、総数で316件の検査が重複せず他院情報のまま

診療利用されたと判断された。それぞれの検査で

通常保険請求する額から読影料を除いた額を検査

モダリティー毎に計算し合算したところ、この1

年で一施設（540床の急性期病院、年間入院19,000

人、年間救急車搬入台数11,000）において4,157,400

円を節減できたことがわかった。 

次いで聖路加国際病院が10年来取り組んでいる

clinical quality measuresの共有による医療の質向上

への効果について施設内検討を実施した。HbA1c

の値を外来診療において糖尿病治療に関与してい

る全医師について調査し、一定期間内でどの程度

の平均的な達成を得ているか抽出した。その結果、

医師間で大きな差があることを確認し、糖尿病専

門医による院内講演会の開催や早期の糖尿病専門
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医へのコンサルテーションの励行、さらに個々の

医師への自己の達成と他医師（匿名）との比較表

の院長からの手渡しなどの諸策を実施した。これ

らが奏効し2007年で40%であったHbA1c<7.0%の

全医師平均達成率が2013年以降65%以上に向上し

た。同様の実態が外来患者における降圧管理につ

いても確認できた。診療担当者内のデータ共有と

可視化のもたらす重大疾患防止効果を示す例と考

えられる。 

 

3.3 情報共有による地域 

平成26年度 

(1) 紙の情報共有による地域生存率を上げようとい

う国内の取り組み 

電子的地域医療連携システムの構築は予算的問題

からまだ出来ていないものの、紙ベースで地域での情

報共有のあり方を検討している地域がある。岐阜地域

での前立腺がんに対する取り組みはその一例である。

米国の論文では前立腺がんの腫瘍マーカーであるpro

state-specific antigen (PSA) によるスクリーニン

グでは早期がん発見に役立たないとされているが、岐

阜地域の泌尿器科医は、地域で情報共有とフォローア

ップ体制を整えれば、早期発見とそれに伴う生存率向

上が期待できるのではないかと考え、診療に取り組ん

でいる。PSA検査後の患者に対しての情報共有とフォ

ローアップ体制の構築の試みで、岐阜市を中心とする

人口約80万人の二次医療圏の６つの医師会を中心と

して、200床以上の７つの基幹病院と108の岐阜地域医

師会医療施設が紙媒体を主体とした連携に参加して

いる。 

詳細については、平成26年度分担研究報告 (白鳥 

義宗)を参照されたい。 

 

平成27年度 

(2) 地域連携クリニカルパスによる情報共有の効果 

地域での医療情報共有手段のひとつである地域連

携クリニカルパスを利用して、地域の医療レベルの向

上ならびに健康水準の引き上げまでできるのではな

いかとの期待のもと岐阜地域では試みを行っている。

今回、情報共有が医療レベルに与える影響についての

調査の一環として、岐阜地域における肝炎のクリニカ

ルパスを例に中間アウトカムをエコー検査の回数に

設定して検討を行った。その結果、エコーの回数につ

いてはパス群、院内群、紹介群で有意な差が認められ

た（P<0.0001）。腫瘍の最大径についても3群間で有

意な差が認められた（P<0.0001）。がんの早期発見の

ためにガイドライン等で推奨されているプロセスに

沿っているかについては有意な差があり、地域での医

療情報の共有が医療の質を押し上げている可能性を

示唆した。しかし、生存率については3群間に有意な

差を認めず、より大規模な試験により確認することが

今後の課題と思われる。詳細については、平成27年度

分担研究報告 (白鳥 義宗)を参照されたい。 

 

4．病院情報システムにじおけるオーダ時チェック

機能の有用性評価 

平成26年度 

病院情報システムにじおけるオーダ時チェック機

能の有用性評価について検討した。詳細は、平成26

年度分担研究報告 (石田 博)を参照されたい。 
 

4.1 方法 

山口大学医学部附属病院で導入、使用している富士

通社製HOPE EGMain-GX®による病院情報システムでな

されるオーダを本研究の対象とする。本研究で収集す

るチェック情報は本院倫理審査委員会承認後の2015

年１月１日〜2015年3月31日迄の期間に病院情報シス

テムで各種のオーダがなされ、そのうち、何らかの理

由でチェックがなされたオーダ内容を対象とした。

（そのうち、3月25〜26日はシステム停止にてデータ

取得できず、除外した。） 

   今回、この研究目的に追加した機能は以下の通りで

ある。 

① オーダリングのチェック機能（従来の機能）によ

りチェックされたオーダ内容とともにそのチェック

メッセージ内容、オーダ関連番号を端末側に一旦保存

する。 

② ①の情報を１日１回、サーバ側に転送しDBMS（SQL 

server）に蓄積する。 

 現行システムのチェック内容は、オーダに含まれる

不適切な内容により、直接、患者に侵襲を及ぼす可能

性のあるもの、あるいは、運用やシステム的な制限で

のチェックも含まれ、全体で148項目となっている。 
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この期間におけるオーダ総数は859,501件であり、

このうち、なんらかのチェックがかかったオーダ件数

は59,995件（7.0%）であった。(表4) その中で、オ

ーダ種別毎にチェック対象オーダ数が多かったのは、

処方・注射の薬剤関連でその総チェック数は実数で

25,694件で、全体の43%を占め、以下、検査、移動・

食事、放射線検査、病理検査 

といった順であった。 

 また、ひとつのオーダに対して複数のチェックがか

かるものあり、それを延べ数として表示しているが、

特に複数以上のチェックのかかっているものは、実数

の少ない看護や栄養治療を除くと移動・食事、処方・

注射、生理検査、病理検査などであった。 

 

4.2 システムエラーおよびワーニングチェックへ

の対応状況 

 システムエラーおよびシステムワーニングとし

てチェックされたオーダ数とその対応状況を調べ

た。その内訳は、オーダ種別により異なっていた。

システムエラーではそのままの保存はできず、チ

ェック内容を修正し保存するか、キャンセルする

ことになる。処方、注射における運用上のシステ

ムエラーは、主に部門運用からのオーダ時間によ

る処方箋種別（時間内・休日/時間外）の選択の違

い、規定の投与日数を越えるもの、および、マス

ターが先発薬から後発薬への変更された後の旧薬

選択、診療科限定薬剤の非該当科処方時などが主

なもので、処方箋違いや日数越え、診療科限定薬

処方ではキャンセル、後発薬変更については旧薬

から新薬へ修正変更して保存としていることが多

かった。移動・食事においては、配膳締め切り時

間越え等の運用上のチェック、未来の食事オーダ

や移動オーダがある等システム上のチェックが多

いものであった。その他、検査や放射線、病理検

査なども医学的理由によるものよりも、検査が新

しい方法に変わっている場合や身長、体重などの

未入力など運用やシステム上の制限によるチェッ

クが多く、全体のシステムエラーによるチェック

の中で、運用やシステム上の制限によるチェック

が総件数の93%に上った。一方、システムワーニ

ングによりチェックされたオーダ種別毎の頻度で

は、医学的なエラーおよび、注意が多くなるが、

特に多く見られたのは処方や検査などにおける同

日の重複処方、検査への注意喚起であり、全体の

件数38,576件中、26,319件（68%）を占めていた。

過去の薬剤アレルギー薬や造影剤登録がある場合

の同じ薬剤のオーダにおいては、本来、キャンセ

ルされる、あるいは、修正して登録されることが

想定されるがアレルギー情報そのものが不確かな

事が少なくないこと、また、造影剤など薬剤によ

っては、必要に応じて厳格な注意の中、使われる

場合もあるため、システムエラーとはせずにシス

テムワーニングとしている。そのチェックの件数

は、279件、処方・注射オーダ数の0.14%であった。

さらに、その中で、同一薬効薬としてのチェック

がかかっているものが227件(81.3%)と多くを占め

ていた。移動・食事が多い理由は、未来の食事オ

ーダや未実施の移動オーダがある場合であり、放

射線検査では、検査そのものに影響するような別

の検査が同日、あるいは周辺日に行われている場

合などが挙げられた。 

 

4.3 処方・注射オーダにおけるチェックと対応  

 処方オーダにおいてシステムエラーで多かった

のは、時間締め切りでの処方箋の変更を求めるも

のである。また、後発薬変更にともなう先発薬や

採用中止薬などの処方時にそれらが「もう使用で

きません。」というメッセージが提示される頻度

も高かったがいずれも部門運用上の制限であっ

た。一方、新薬における14日制限などによる日数

制限、あるいは、常用量、限度量を超えた場合や

用法の違いなども比較的頻度の高かったが、これ

らは保険制度による制限、あるいは、医学的な理

由によるエラーとして重要なものと考えられた。 

 処方オーダにおけるシステムワーニングの内容

をみると、同行為が同日にあるというものがほと

んどであったが、これは、既存の処方がある状況

で、処方がされる場合であり、外来などの場合、

多くがそのまま処方されることが多かった。一方、

過去にアレルギー薬が登録されている場合には、

その同一薬剤の処方や同じ薬効の薬剤に対してメ
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ッセージが表示されることも多かった。同一薬の

場合には特に医学的な観点からのチェックとして

重要と考えられた。 

 注射オーダにおいても同様に、エラーで多いの

は、オーダ時間、休日、入院外来などの違いによ

る運用上の制限からの注射箋の切り替えを求め  

るもの、先発薬から後発薬への変更によるチェッ

クなどが多いものであった。処方での内服薬と外

用薬の違いと同様に、靜注薬と筋注薬の違いなど

による指定できない手技でのメッセージも多く提

示されていた。さらに、専門医指定の薬剤では該

当診療科以外の選択でのエラーも見られた。 

 一方、注射オーダにおけるワーニングの内容は、

処方とは異なり、同日に同行為を繰り返すことが

多いため、「同行為が同日にある」といったチェ

ックはなく、薬剤アレルギーに対するものがほと

んどであった。 

 

4.4 処方・注射オーダにおけるチェックとその後

の対応の詳細 

 患者にアレルギーや副作用のある薬剤が登録さ

れていた場合のチェックとその対応を示す。表9

は、登録アレルギー薬と同じ薬が処方された場合

のチェックでは、頻度は処方オーダ73,890件中、

13件（0.018%,2件は同じ内容で2回チェックされた

ため除外）と少ないが、そのうち、実際に変更さ

れた、あるいは、キャンセルされたものは4件

(31％、全処方オーダ数の0.0068%)と比較的少数で

あった。 また、残り、8例のうち1例を除いて、そ

のまま、オーダがされていた。残り1例はキシロカ

インアレルギーに対してカルボカインのオーダで

あり、グループ薬としてカルボカインが登録され

ていたことによってチェックがされたが、担当医

の判断により同オーダが登録、実施されていた。 

 一方、アレルギー薬に保存されたものは同一販

売名のものが対象であることから、一般名は同じ

だが別の販売名の薬剤にもチェックをかけるため

に、同一薬効チェックを導入している。このチェ

ックにかかったオーダ件数は203 件で、全処方オ

ーダの0.27%となった。しかし、そのうち、実際に

変更されたのは、2件(1.0%)、削除あるいはキャン

セルされたのが、26件(13.8%)であり、86％の175

件はそのまま処方されており、有用性の低いチェ

ック項目となっていた。 

 

平成27年度 

 平成27年度は名古屋大学医学部附属病院にて同

様の機能を実装した。詳細については平成27年度

分担研究報告「実臨床での情報共有ならびに実シ

ステムにおける効果指標に関する検討」（白鳥義

宗）を参照されたい。 

平成26年度に継続して、オーダ時エラーチェッ

ク機能の効果評価に関する調査とその方法につい

て検討した。今回、実装を行った名古屋大学医学

部附属病院の電子カルテシステムにおいても処方

に関係するエラーチェック件数が極めて多く、期

間中のチェックログレコード件数が76,652件であ

った。注射18,611件、検体検査21,056件、細菌検査

2,334件、放射線・生理・内視鏡検査で12,784件が

抽出された。 

 

5. 地域医療連携システムの効果に関するメジャ

ーのフレームワーク 

本節では、図1に示す研究方法の流れに沿って、

地域医療連携システム効果メジャーのフレームワ

ークを構築した結果を述べる。 

 

5.1 医療の質の評価に関する概念 

医療の情報化は、医療の質の向上に資すること

を目的とする。医療の質に関しては国内外でクォ

リティ・インディケータの定義、測定がなされて

いる。国際的には医療の質の指標(indicator)または

メジャー (measure)に関するフレームワークが

OECDやISO国際標準化機構等により公表されて

いる。地域医療連携システムの効果指標について

は関連する研究は比較的多いが、システマティ

ク・レビューや米国AHRQ(Agency for Healthcare 

Research and Quality)による報告書等で述べられて

いるとおり、まだ課題も多く研究途上にある。平

成26年度の総括研究報告書で述べたとおり、代表
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HIT実装者、ユ

、規制、その他

題を、一つの原因

ことは困難で、研究論文

から導くことのできる洞察は限定的なものとなっ

地域

検

: 

の効果として、患者安全への影響に関する長

医療過誤を減らし、医療の質向

有用であると考えて医療情報化は進め

、

な機能を提供しているものの、一方では医療

も指摘された

医療の質、アウトカムと関わっている

の

安全性の課題のためのメジャーに関する勧告を出

月に

Identification and 

, 

特定の患者に対する危害に関する論文は何件か

有害の影響は、

医学文献デ

ータベースの索引の問題、文献における、さまざ

の

臨床的な危害への関連を評価することは困難であ

HIT

実装者、ユ

、規制、その他

題を、一つの原因

研究論文

から導くことのできる洞察は限定的なものとなっ
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ている。HITの危害、有害な影響、効用を一般化す

ることは困難な課題である。 

(2) HITの安全性に関するメジャーの3領域同報

告書ではHITの安全性に関するメジャーのための3

つの領域からなるフレームワークを設定した。3

領域は以下のとおりである。 

重要なメジャーの概念の絞り込みを行い、メジ

ャーの概念を「重要性」と「実現可能性」の二つ

の側面から「高い、中程度、低い」の3段階で評価

した。ここで実現可能性は、データの利用可能性、

取得の容易性に基づいている。最終的に、以下の9

つのキーとなるメジャーの領域を設定した。 

1) 臨床意思決定支援 

2) システム相互運用性 

3) 患者識別 

4) ユーザ中心のデザインと、HITのライフサイ

クルを通じての安全性を促進するためのテス

ト、評価、シミュレーションの利用 

5) システムダウンタイム(データ利用可能性)  

6) フィードバックと情報共有 

7) 時宜を得た質の高い文書化を促進するため

のHITの利用 

8) 患者参画 

9) HITに焦点をあてたリスクマネジメント基盤 

例えば 6) フィードバックと情報共有では、潜

在的なメジャーの概念として以下があげられてい

る。 

• ベンダーは患者の安全性に影響を及ぼす、ソフ

トウェア、ハードウェア、そのほかの問題が識

別されたならば、時宜を得た通知を組織の利用

者に通知する 

• ベンダーは特定された患者安全のリスクとエラ

ーをできるだけ早く、ソリューションを出す 

• ベンダーはユーザの経験を、組織にわたるユー

ザ官での共有をはかる 

• ベンダユーザグループは患者安全に関わる懸念

を効果的に特定し共有する (ユーザのフィード

バックや調査情報を含み得る) 

 

5.3 地域医療連携・診療情報連携のメジャーの概

念整理とメジャーの例 

平成26年度、27年度を通じての文献レビュー、地域医

療連携システムに対するアンケート調査、効果に関する

分析評価の試み、海外訪問調査を通じて得た知見をもと

に、地域医療連携システム、診療情報連携のメジャーの

概念整理およびメジャーの例を検討した。 

中でも、 Hersh 等 の Outcomes From Health 

Information Exchange: Systematic Review and Future 

Research Needsは本研究の主題に近く、その結果は

引用すべきと考えれた。以下は同論文からの引用

である。 

大半の HIE の有効性は医療資源の使用に焦点があ

り、これを次のように分類している(かっこ内は論文件

数)。 

臨床検査 (6): 救急部門での研究4件は、一定の臨

床検査の削減とコストの削減を示す。外来での研

究2件のうち1件は増加、もう1件は全体として増加

している検査において減少を示す。ただし、コス

トに対する影響の推定には厳密には他の要因の分

離がなされていない。 

放射線検査 (9): 救急部門に関する研究7件では検

査の減少を示し、外来に関する研究2件のうち1件

は減少を、1件は検査割合には変化なしとの報告で

ドメイン1. 安全なHIT 

技術に固有の安全性の懸念に対処するするもの 

A. データの可用性 

B. データの整合性 

C. データセキュリティ 

ドメイン2. HITの安全な利用 

安全な技術の利用を保証し意図しない結果を避け

る 

A. HITシステムのユーザビリティ 

B. 組織の計画、準備、HITのガバナンス 

C. 完全で正しいHITの利用 

D. 監視とモニタリング 

ドメイン3. 患者安全の向上 

A. 患者安全を向上させるためのHITの利用 

B. HITによる安全で効果的な患者参画の促進 
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ある。 

入院 (8): 2件の研究で入院と費用の削減を示す。3

件は入院の削減に対する何がしかの便益を示す。

他3 件では削減は見られなかった。 

再入院 (2): 1件は再入院の削減に対する便益を示

し、もう1件では削減はみられなかった。 

照会/コンサルテーション (2): 2件で紹介および

(または)コンサルティングの減少の効果が報告さ

れていたが、相反する結果が得られている。 

ED 費用 (2): 2件でED の費用全体における患者

あたりの費用の削減が報告されていた。いずれも

EDの費用全体についての報告はなくEDのどの部

分がHIEの影響を受けたかは不明。 

公衆衛生報告 (3): 3件で公衆衛生における効果と

して、自動検査結果報告の向上、届出疾患の報告

の完全性の向上、フォローアップ・ケアのための

HIV患者の特定の向上が報告されていた。 

外来におけるケアの質 (3): 2 つの後ろ向き研究で

ケアの質の向上と HIEの関連の報告があった。1

件 は 処 方 確 認 ・ 持 参 薬 確 認 (medication 

reconciliation)に焦点をあて服薬アドヒアランスの

検出の増加に効果があったとしているが、アドヒ

アランスが向上したかどうかは不明。 

その他  (3): 3件の研究で、所得補償保険請求

(disability claims)の処理時間の減少、頻繁な ED利

用者の識別可能性の向上、患者満足度スコアの向

上に関するHIEの実装などの報告がある。 

全般に HIE は医療資源の消費とコストの削減に有利

であるという結果であるが(特にED)、狭い範囲でしかみ

ておらず、HIE がどう使われているかや、ケア全般に関

するコストは考えれていない。大半の研究において介入

としてのHIEは、臨床的アウトカムに対する多くの潜在

的要因の一つであり、交絡の可能性がある。交絡要因は

明示されておらず解析上で考慮されていないので、ほと

んどの後ろ向き研究の方法では低度から中程度のバイ

アスの可能性があると考えられる。すべての研究は

HIEの直接的効果に焦点をあて資源の利用やコス

トの減少を報告しているが、より大きな影響(例え

ばEDにおけるすべて、あるいは一部の費用とHIE

が節減すると思われる総額) については触れてい

ない。 

各研究をバイアスのリスクにおいて「低」「中

程度」「高度」に分類し、エビデンスの強さを評

価している。バイアスの程度、エビデンスの強さ

を評価する基準と手順はAHRQ 「Methods Guide 

for Effectiveness and Comparative Effectiveness 

Reviews」による。結論として、エビデンスの質は

低度から中程度であるがHIEが医療資源の利用の

削減に、ケアの質向上に有利に働くことを支持し

ている。臨床アウトカム、潜在的危害については

適切な研究はみられない。多数のHIEの実装がある

が、ごく少数しか評価されておらず、IHEのいかなる観

点が結果に関連しているかを一般化することは困難で

あり、今後、包括的リサーチクェスチョン、厳密な

研究デザインが必要であり、HIEの種類についても

標準的表現が必要であるとしている。 

 

5.4 地域医療連携システムの効果メジャーのフレ

ームワーク 

図1に示す手順のとおり、実施した調査・研究の

結果を統合して、地域医療連携システム効果メジ

ャーのフレームワークを構築した。図4に、その概

要を、本稿の最後「付表. 地域医療連携システム

の効果メジャーのフレームワーク」において詳細

を示す。ここでは、地域医療連携システムに関す

る測定の領域を、大きく 

領域1 連携システム自体 

領域2 システム利用状況 

領域3 システム利用による効果 

に分けて考えることとし、それぞれのサブカテゴ

リを表1のように整理した。 

表1 地域医療連携システムに関する測定の領域 

1. 連携システム自体 

1.1 医療連携システム組織 

1.2 連携システムの機能・提供するサービス 

2. システム利用状況 

2.1連携システムの利用状況 

3. システム利用による効果 

3.1 医療管理・臨床効果 

3.2 公衆衛生に対する効果 

3.3 間接的効果 



 

(1) 連携システム自体

 この領域

運用体制、シス

の静的側面を対象とする。本領域

とメジャーの例

連携システムの組織

・システム継続年数

・システム導入費用・維持費用

連携システムの機能・提供するサービス

・診療所の情報を病院から閲覧できるか

・診療情報を閲覧できる医療専門職の職種

・BCP、災害時対応の機能はあるか

 

(2) 連携システムの利用状況

 連携システムが

関するメジャーである。例としては以下

・開示施設の割合

・閲覧施設の割合

・当該地域における患者全体に占める登録患者の

割合 

・利用者(医療従事者

・利用頻度

連携システム自体 

この領域は、地域医療連携システムの人的組織、

運用体制、システムの設計・構築など、システム

の静的側面を対象とする。本領域

メジャーの例を以下に示す

連携システムの組織 

・システム継続年数 

・システム導入費用・維持費用

連携システムの機能・提供するサービス

・診療所の情報を病院から閲覧できるか

・診療情報を閲覧できる医療専門職の職種

、災害時対応の機能はあるか

連携システムの利用状況

連携システムが稼働し

関するメジャーである。例としては以下

・開示施設の割合 

・閲覧施設の割合 

・当該地域における患者全体に占める登録患者の

医療従事者)割合

・利用頻度 

図4 地域医療

 

は、地域医療連携システムの人的組織、

テムの設計・構築など、システム

の静的側面を対象とする。本領域の

を以下に示す。 

・システム導入費用・維持費用 

連携システムの機能・提供するサービス

・診療所の情報を病院から閲覧できるか

・診療情報を閲覧できる医療専門職の職種

、災害時対応の機能はあるか

連携システムの利用状況 

し、利用されている

関するメジャーである。例としては以下

・当該地域における患者全体に占める登録患者の

割合 

地域医療連携システムの効果メジャー・フレームワーク

は、地域医療連携システムの人的組織、

テムの設計・構築など、システム

のサブカテゴリ

連携システムの機能・提供するサービス 

・診療所の情報を病院から閲覧できるか 

・診療情報を閲覧できる医療専門職の職種 

、災害時対応の機能はあるか 

、利用されている状況に

関するメジャーである。例としては以下がある。

・当該地域における患者全体に占める登録患者の

システムの効果メジャー・フレームワーク
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は、地域医療連携システムの人的組織、

テムの設計・構築など、システム

サブカテゴリ

状況に

ある。 

・当該地域における患者全体に占める登録患者の

・利用者が支払ってもよいと考える金額

(3) 

 連携システムが稼働し、これを利用したことに

より得られた効果である。サブカテゴリとメジャ

ーの例は以下のとおりである。

医療管理・臨床効果

・検査数の減少

・検査に要する費用の減少

・入院頻度の減少

・重複処方の減少

・(

の削減

公衆衛生に関する効果

・インフルエンザの流行の把握

・HIV

間接的効果

・ガイドラインの順守率向上

例えば

  

  

  

 

システムの効果メジャー・フレームワーク

・利用者が支払ってもよいと考える金額

3) 連携システムによる効果

連携システムが稼働し、これを利用したことに

より得られた効果である。サブカテゴリとメジャ

ーの例は以下のとおりである。

医療管理・臨床効果

・検査数の減少

・検査に要する費用の減少

・入院頻度の減少

・重複処方の減少

(薬局) 処方確認・持参薬確認

の削減 

公衆衛生に関する効果

・インフルエンザの流行の把握

HIV患者の適切な受診に向けた支援

間接的効果 

・ガイドラインの順守率向上

例えば 

  HbA1c < 7.0%

  BP140/90未満の達成率

  脂質ガイドライン達成率

システムの効果メジャー・フレームワーク

・利用者が支払ってもよいと考える金額

連携システムによる効果

連携システムが稼働し、これを利用したことに

より得られた効果である。サブカテゴリとメジャ

ーの例は以下のとおりである。

医療管理・臨床効果 

・検査数の減少 

・検査に要する費用の減少

・入院頻度の減少 

・重複処方の減少 

処方確認・持参薬確認

公衆衛生に関する効果 

・インフルエンザの流行の把握

患者の適切な受診に向けた支援

・ガイドラインの順守率向上

7.0%の達成率

未満の達成率

脂質ガイドライン達成率

システムの効果メジャー・フレームワークの概要 

・利用者が支払ってもよいと考える金額

連携システムによる効果 

連携システムが稼働し、これを利用したことに

より得られた効果である。サブカテゴリとメジャ

ーの例は以下のとおりである。 

・検査に要する費用の減少 

処方確認・持参薬確認による不適切処方

・インフルエンザの流行の把握 

患者の適切な受診に向けた支援 

・ガイドラインの順守率向上 

の達成率 

未満の達成率 

脂質ガイドライン達成率 

・利用者が支払ってもよいと考える金額 

連携システムが稼働し、これを利用したことに

より得られた効果である。サブカテゴリとメジャ

による不適切処方

 

 

連携システムが稼働し、これを利用したことに

より得られた効果である。サブカテゴリとメジャ

による不適切処方
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5.5 メジャーの対象と評価軸の関係 

図4および付表に提示するフレームワークの列

方向には、5.1で述べた「満足度、受入可能度、適

切さ、能力、有効性、効率性、安全性、継続性」

の8つの軸を示している。各メジャーごとに、主と

して該当する軸を◎で、関連する軸を○で示して

いる。ただし、暫定的に示すものである。 

また、フレームワークにはよく知られた

DonabedianのStructure、Process、Outcomeの分類も

示している。Donabedianの定義は表2に示すとおり

である。 

 

表2  Donabedianの定義 

構造 

Structure 

医療の提供者、または、提供が使

える道具、資源、その他、組織的な

場所 

過程  

Process 

医療者と患者の間、および、彼ら自

身の内部、あるいは、お互いの間

でに起こっている活動で、評価の

対象にはなるが、質の判断の根拠

にはならない。 

結果 

Outcome 

 

医療によってもたらされた現在とそ

の後の間の健康変化を意味する。

身体的生理的な面に加えて、社会

的な機能の改善や患者の姿勢（満

足を含む）、患者が得た健康関連

知識、健康関連行動の変化も加え

る。 

 

Donabedianのアウトカムは臨床的な質評価であ

り、医療者の行為に対する評価である。プロセス

はこれに対応して容易に把握できる。 

本研究では、地域医療連携システムの効果メジ

ャーを考えるもので、地域医療連携システムを情

報技術的な意味でのシステムだけでなく、ここで

は運用する組織や人、施設間連携システムとして

の機能を含めて、「地域医療連携システム」と捉

え、その効果メジャーについてのStructure、Process、

Outcomeを表3のように定義した。 

地域連携システムのアウトカム(およびプロセ

ス)は、必ずしも臨床的な質評価と一致しない。そ

こで、付表には医療の質に関する指標としてみた

場合、地域医療連携システムのメジャーとしてみ

た場合、それぞれについて、S、P、Oで、Structure、

Process、Outcomeを表すこととした。 

 

表 3 地域医療連携システムに当てはめた場合の

定義 

 

 

D. 考察  

1. 地域医療連携システムの効果指標 

地域医療連携システムは質の高い診療の継続性、医

療安全に貢献し、また，重複検査等軽減などにより医

療経済的な効率化をはかる基盤としてその効果が期

待されている。しかし国内では、地域医療連携システ

ムに限らず、医療情報システムについての客観的、定

量的な指標によ有効性や医療経済性の評価は少ない。

また、海外の文献検索においても、さまざまな地域に

医療情報システムが稼働している割には医療経済の

観点からの研究は限られていた。しかしながら、研究

分担報告「地域医療関連システムの医療経済性評価に

関わる知見の文献的検討」で取り上げた事例などは今

後、我が国においても適用可能な方法になり得るもの

と考えられる。 

一方、評価に当たっては、いくつかの重要な考慮

点があると考えられる。まず、地域医療連携システムが
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有する機能効果の多面性である。間接的効果も同時に

測定し、総合的な効果を求めることは困難であり、部

分的な観点での指標となっている点を念頭におく必

要がある。二点目は効果測定においては比較が原則で

あるが、地域医療連携システムの評価では、ここに難

しさがある。三点目は適切な定量的効果指標の取得で

あり、通常の臨床の中で測定可能な指標が重要である

と考えられる。身体情報やHbA1cなどの日常の検査値

あるいは医療費などが重要な指標となると考えられ

る。それらを、地域医療連携システムに参加していな

い医療機関も含めて収集することが重要で、それを可

能とする仕組みを検討する必要がある。例えば、診療

報酬請求情報などが活用できれば非常に有用な情報

源になると考えられる。さらに、地域の検査センター

における情報をいかに活用できるようにするかも重

要と考えられる。こうした情報との連携は本研究に限

らず、多くの研究での重要課題となっており、今後の

医療用ID等の議論を含めプライバシー保護と研究活

用の両立を目指して検討していく必要がある。 

 

2. 診療情報交換（HIE）の効果に関する文献レビ

ュー 

地域医療連携システムの効果は、本来の臨床的

効果など様々なものが挙げられるが、地域医療連

携システムにおける経済性を考え医療の効率性に

対する効果に着目して重複検査や情報がないこと

による観察入院といった結果として無駄の場合が

少なくない入院の減少、再入院の減少に対する効

果等について文献的検討を行った。Hurshidらが行

った診療情報交換(HIE)に関する調査の結果、検査

の重複の減少、再入院率の低下、診療の質の向上

努力、ケアのコーディネーションなどが投資対効

果（return on investment）が大きいとの研究論文が

見られた。文献調査の結果から、地域医療連携シ

ステムで共有される情報により重複検査や入院・

再入院の減少に対する効果が十分、期待された。

しかし、結果を解釈する上での限界も明らかであ

った。比較的限定された地域のHIEに対する検討で

あること、多くが後ろ向きコホートやケースシリ

ーズなどの観察研究であることなどの研究の質の

問題があることなど、エビデンスの強度の評価で

は、まだ課題は多い。HIEの実装への補助金は、プ

ログラムの維持に必要な評価が可能なほどの長期

間にわたり支援されず一回きりの導入費用として

出ることが多い点も評価を困難にしている。今後

の系統だった研究のための方策を検討する必要が

ある。 

 

3. 医療情報技術（HIT）に関する効果評価の課題 

HIEは、医療情報技術(HIT: Health Information 

Technology)の一部である。HITの患者安全に及ぼ

す影響に関するメジャーに関しても2016年2月に

AHRQより報告書「Identification and Prioritization of 

Health IT Patient Safety Measures, Final Report 

(February 11, 2016)」が出されている。HITの安全性

への影響に関する問題を特定し、課題を解決し医

療の質、アウトカムの向上につなげることを目的

としている。文献調査においては、システマティ

クな危害/有害の影響はピアレビューによる文献

にはみられず、医学文献データベースの索引の問

題も指摘され、またHITに関係する各種の複雑な要

因、例えばHITシステム、HIT設計者・開発者、 HIT

実装者、ユーザ、関連の方針(組織内、組織外)、規

制、その他の要因の故、HIT関連の安全性の問題を

一つの原因となる要因に結び付けることは困難

で、この点からも研究論文から導くことのできる

洞察は限定的なものとなっている。医療安全への

影響をはじめ、医療情報システム、医療情報技術

に関する本質的な課題であるが、これに取り組む

一つの方策として、メジャーを定義し、メジャー

により把握することが考えられる。 

 

4. 地域医療連携システムとNDBを用いた分析 

今回NDBを用いて得られた診療状況の経年的な結

果が地域医療連携システム本来の効果によるものか

否かを明確にすることが必要である。そのためには、

医療者の負荷がなく蓄積された情報で検討可能とな

ること必要であり、そのような情報収集の機能がシス

テムに付加されることが望まれる。同時に、今回、用

いたレセプト情報・特定健診等情報データベースの個
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内の地域医療連携システムの具体的な医療経済評価

への適用が考えられる。 

 

2. 地域医療連携システムの課題 

国内の地域医療連携システムは、主に一方向性で基

幹病院のデータが診療所で閲覧できるように構築さ

れてきているが、米国にみる事例における目的や方向

性は全く異なっていた。医療提供体制の枠組みが異な

り、システム自体の単純比較をする意図はないが、地

域での医療の質を向上するために情報共有のシステ

ムを構築するには、単にデータを一方向で見えるよう

にするだけでなく、情報共有の輪の中には専門医と一

般診療医、メディカルスタッフ、さらに介護職が同じ

認識・同じ目標を持って臨むこと、患者自身もこの輪

の中に参加することが望まれる。さらに、地域におけ

るデータを解析し、フィードバックすること、地域の

患者の状態、提供されている医療に反映されていくよ

うになることが望ましいと考えられた。 

 

3. 診療情報交換の効果の評価と課題 

地域医療連携システムによる診療情報の共有で期

待される医療の効率性の観点から重複検査・入院の減

少効果についてHIE（Health Information Exchange）を

キーとして文献的に検討を行った。多くがHIEについて

肯定的な結果であったが、医療環境の異なる限られた

地域での検討であることなど研究結果の内的・外的妥

当性に対する考慮が重要と考えられた。 

 

4.  NDBによる評価の試行結果 

地域医療連携システムの臨床的な効果を推定する

ために、レセプト情報・特定健診等情報データベース

を用いて、地域医療連携システム導入を行っている医

療機関とそれ以外の医療機関に受診する糖尿病患者

を対象に、その診療内容、合併症頻度、診療報酬請求

額などを比較検討した。その結果、一部の診療内容お

よび合併症について地域医療連携システムを導入し

ている医療機関の患者グループで、経年的な変化を認

めたが、診療報酬請求額には変化を認めなかった。今

後、今回得られた診療状況の経年的な結果が地域医療

連携システム本来の効果によるものか否かを明確に

することが必要である。 

 

5.  地域医療連携システム効果メジャーのフレー

ムワーク 

本研究では地域医療連携システム効果メジャー

のフレームワークを構築し、メジャーの例を示し

た。医療情報技術の評価に関する議論全般にみられる

とおり、医療情報システム、医療連携システムは、関

係する要因の複雑さ、多面性から強いエビデンスを生

成するデータ解析の困難さは明らかである。その中

で、関係要因を整理し、評価の対象を明確化、評価項

目の概念を整理して、メジャーを特定することは極め

て重要であり、このことが今後の医療情報連携システ

ムの向上につながると考えられる。今後のメジャー

の開発に、医療者に、研究者に、地域のコミュニ

ティにおける測定と質向上に、また医療政策に貢

献するものと考える。今後、様々な場面での適用

により、地域医療連携システムの向上に繋がるこ

とを期待する。 
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平成27年度厚生労働科学研究費補助金 (地域医療基盤開発推進研究事業) 

分担研究報告書 

 

レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を用いた地域医療連携システムの 

糖尿病管理に対する効果の評価に関する研究 

 

研究分担者 石田 博 

山口大学大学院 医学系研究科  教授 
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A．研究目的   
背景 

糖尿病は生活習慣の欧米化が進むにつれて、その頻度

が増し、平成26年度の調査では糖尿病患者は300万人を

超えたと報告されており(1)、その結果として糖尿病性

腎症からの透析患者の増加や冠動脈疾患の増加へと関

連し、生活習慣病患者を日常的に診療するプライマリ

ケア医にとって糖尿病の疾患管理は重要性を増してい

る。その中で病診連携は、専門医とプライマリケア医

をつなぎ、診療の質を向上させることが期待される。

従来、紹介状を持参し、その情報の中で専門医とプラ

イマリケア医が継続した医療を行っているが、時系列

での治療内容、血糖値や他の検査値の把握が十分とは

言えない状況での連携も少なくはなかったと思われる。 

 近年、地域医療連携システムが地域再生基金などの

公的な支援等も受け全国に展開されており、すでに20

0を超えるシステムが稼働しているとも言われる。(2)

 地域医療連携システムは主に医療連携を目的とした

ものであり、糖尿病のような慢性経過をとりしかもプ

ライマリケア医、専門医の連携が必要となる患者が多

い疾患では、地域医療連携システムは有効な連携基盤

を提供するものと考えられる。 

 今回、そのような地域医療連携システムが導入され

ている医療機関と導入されていない医療機関、地域で

糖尿病診療に違いがあるかどうかをレセプト情報・特

定健診等情報データベース（NDB）(3)を用いて、診療

 レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）の集計表データを用いて、地域医療連携システ
ムを導入した医療機関と導入していない医療機関・地域の間で糖尿病管理における診療プロセス、およ
び、その結果としての合併症や診療報酬請求額の経年変化に違いについて比較検討した。 
 地域医療連携システムを導入している医療機関のグループでは、導入してない医療機関・地域グルー
プに比べて、ビグアナイド薬やインクレチン薬の投与割合が増える一方で、インスリン、αグルコシダ
ーゼ阻害薬、グリニド薬が減少傾向にあった。検査や指導管理の実施頻度では、単独の経年的な変化を
認めなかったが、合併症の頻度では、糖尿病性神経障害の経年的変化が有意な事象として認められた。 
 これらのNDB集計表による情報から得られた結果には、地域や医療機関、医師の特性など他の交絡要
因が関係したことが考えられたが、それに加えて地域医療連携システムの効果が影響した可能性を示し
たものとも示唆された。今回のような結果を地域医療連携システムの効果によるものとするためには、
それらの要因を排除することが不可欠であり、今後、地域量連携システムの活用情報を蓄積できるよう
な機能を付加しその上でNDBから提供される情報を連結する、あるいは、今回の検討を拡大しシステム
活用の有無による医療機関別にNDBの特別抽出による個票データに関連づけるなどの工夫を加え同様の
検討を行うことが必要である。 
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における経年的変化に焦点を当てた検討を行ったので

報告する。 

 

目的 

 地域医療連携システムの稼働する地域（二次医療圏）

と稼働していない地域における糖尿病における診療内

容や合併症頻度について経年的な変化について比較検

討する。 

 

B．研究方法 

1. レセプト情報・特定健診等情報データベースの

利用申請： 

 山口大学医学部附属病院の倫理委員会の承認を得た

後に平成27年９月に集計表情報の利用申請を行い、平

成28年１月にデータ提供の決定を受けた。 

2. 地域医療連携システムの導入別の比較検討グル

ープの設定 

 対象とした地域医療連携システムの稼働の有無につ

いては、日医総研の調査による全園地域医療連携一覧

（２０１５年７月）を基に、地域医療連携システムが

５年以上にわたり長期に稼働している実績のある二次

医療圏１箇所（A）とそれと人口年齢構成、および、

糖尿病・代謝疾患の患者頻度が類似の２次医療圏を２

箇所（B,C）選択した。（表１） 更にA医療圏につい

ては地域医療連携システムが導入されている医療機関

群と非導入の医療機関群の２つのグループに分け、全

体で４グループ（導入医療圏導入医療機関群：グルー

プ1、導入医療圏非導入医療機関群：グループ2、非導

入医療圏B: グループ3、非導入医療圏C: グループ4）

とした。。 

3. NDB集計表の対象患者 

 データベースからの抽出対象は、それぞれの医療圏

別に診療報酬請求に２型糖尿病の病名が付けられ、イ

ンスリンや経口糖尿病薬が用いられている、あるいは

関連の指導管理料が算定されている20才以上の患者と

した。抽出された患者の情報については各々のグルー

プの、年齢階層別、男女別に集計し、平成22年〜平成2

6年度まで計５年間のNDB蓄積情報（医科入院・DPC・医

科入院外・調剤）から年度毎に抽出、集計し、以下の

診療情報の提供を受けた。 

4. NDB集計表の集計情報 

 集計対象とした情報は、投与薬剤の種別（インスリ

ン、ビグアナイド、スルフォルニルウレア、チオゾリ

ジン、αグルコシダーゼ阻害薬、グリニド、インクレ

チン）毎の投与が一度でもあるのべ患者数、および、

高血圧薬、高脂血症薬の投与の有無、検査（HbA1ｃ、

グリコアルブミン、尿中微量アルブミンおよび尿蛋白、

血清クレアチニン、脂質（LDLコレステロール、HDLコ

レステロール、トリグリセライド（TG）、指導管理（糖

尿病合併症管理、糖尿病性透析予防、生活習慣病管理）

については年間ののべ回数を集計した。また、糖尿病

に関連した合併症（糖尿病性腎症・網膜症・神経障害・

血管障害・狭心症・心筋梗塞、脳梗塞）および死亡、

そして、年間の総診療報酬請求額の集計情報の提供を

受けた。各々、グループ、年齢階層・性別で患者数が

異なるため、全ての検討情報については、各々の年齢

階層・性別の患者総数で除して患者一人当たりの情報

とした。なお、20〜40才台の患者数は、他の年齢階層

と比較して少数であったため、解析ではそれらの年台

の患者についてはまとめて扱った。 

5. 診療情報の集計と解析 

 グループ別に行った比較検討は以下の通りである。 

1. 年度別の患者数変化 

2. 投薬治療薬剤の投与割合 

3. 検査・指導管理毎の頻度 

4. 合併症の頻度 

5. 年間医療費 

 2〜5については、グループ別に集計するとともに、

それらの情報の経年変化をみるために、経年によるト

レンドについての検定、および、各々のグループ別に

それぞれの情報を目的変数とした重回帰解析を行い、

経年的な変化の有無を確認した。それぞれの重回帰分

析においては、比較グループはグループ１をレファレ

ンスとしてダミー変数化し、また、年度は平成２２年

度を0として、H26年度まで1〜4、年齢については、20

〜40才を1として、以降年台毎に昇順で順序尺度変数と

した。昇順に振った。さらにグループ別の５年間の平

均患者数、患者の増加率、病院と診療所の比率を共変

数とした。（表２） 

 統計解析は、STATA SE ver.14(Stata Corp LP)を用
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い、経年的な変化についてはノンパラメトリックに

よる傾向検定（nptrend）を行い、有意水準を0.05

とした。重回帰解析については、以下のような説明

変数を対象に行った。尚、［グループn*経年度］は、

グループと径年度の交互作用項であり、径年度がグ

ループ１をレフェレンスとしており、それ以外のグ

ループにおける径年度変化を確認するために説明

変数として入れたものである。 

目的変数 １ グループ ２ 年齢

性別 経年度

平均人口 ６ 人口増加率

医療機関構成比

グループ 経年度

グループ 経年度

グループ 経年度 

   

 変数とその分類 

年齢： 20〜40才台：0、50才台：1、60才台：

2、70才台：3、 80才以上：4 

性別： 男性：0、女性：1 

径年度：平成22年度：0、平成23年度：1、平成

24年度：2、平成25年度：3、平成26年度：4 

 

C．研究結果 

1. 患者数の経年変化 

 表３にグループ・年齢階層・男女による5年間の集計

患者数を示す。年齢構成ではグループ3以外は、70才台

が最も多く、また、女性に比べ男性が多かったが、80

才以上では女性の割合が多かった。また、図１のよう

に、平成２２年から２５年にかけて抽出患者総数はグ

ループ毎に異なってはいたが、1.5〜２.3倍程度に増え

ていた。 

2. 診療プロセスの経年変化 

 表４に診療プロセスの径年度で統計的に有意に増加、

または、減少した項目を示す。 

 治療に関して血糖降下薬では、医療圏Aであるグルー

プ１、２においてインスリンの使用率が径年的に低下

傾向であり、また、ビグアナイド薬ではグループ３（B

医療圏）で増加傾向を認めたが、全てのグループでス

ルホニル尿素薬、αグルコシダーゼ阻害薬、チアゾリ

ジン薬、グリニド薬が減少経口薬であった。一方で、

インクレチンの使用率が増加傾向にあった。 

 検査では、医療圏Aのグループ１、２で尿中微量アル

ブミン、およびＬＤＬコレステロールの測定頻度が増

加傾向であるが、一方で、尿蛋白、クレアチニンの測

定頻度が経年的に減少傾向にある。グルコアルブミン

については、全てのグループで増加傾向にあった。グ

ループ４（Ｃ医療圏）では、そのほかの脂質検査であ

るＨＤＬコレステロール、トリグリセライド測定頻度

の増加傾向が認められた。 

 一方、指導管理の頻度では、グループ３（医療圏B）

およびグループ４（医療圏C）で糖尿病合併症予防、生

活習慣病管理が、グループ４（医療圏C）でさらに糖尿

病透析予防が増加傾向であったのに対し、グループ１

では糖尿病合併症予防のみが増加傾向であった。 

 他の共変量による補正を行った上で、多変量で投与

薬剤の有無や検査や指導管理の頻度について重回帰分

析を行った結果を表５に示す。経年的な変化が有意で

あった項目について背景色を付け、また、他のグルー

プと比べ、グループ１のみが有意であったもの、ある

いは、反対方向に有意であったものを太枠で示した。 

 薬剤の使用については、グループ１では、他のグル

ープに比し、ビグアナイド、インクレチンが経年的に

増加し、インスリン、αグルコシダーゼ阻害薬、グリ

ニド薬が減少傾向にあった。検査、指導管理では、グ

ループ１で尿中微量アルブミン測定頻度の増加やLDL

コレステロール測定頻度の増加などが認められたが、

前者ではグループ３で後者ではグループ２でも同様の

傾向を認め、単独の事象での有意な変化は認めなかっ

た。 

 尚、共変量のうち、グループ内の病院数/全医療機関

については、多重共線性によって説明変数からは除外

された。 

3. 糖尿病診療におけるアウトカムの経年変化 

 グループ別の糖尿病性トリオパシー（腎症・網膜症・

神経障害）および、一人当たりの年間診療報酬請求額

の分布の経年変化を図３に示す。傾向検定では、グル

ープ１において糖尿病性腎症や網膜症の経年的な減少
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傾向、また、グループ４で糖尿病性神経障害の減少傾

向を認めた。（表６） 

 一方、多変量解析においては、糖尿病性腎症ではグ

ループ４で、網膜症ではグループ2，４においても減少

傾向が認められ、糖尿病性神経障害、および、高脂血

症でのみ、グループ１で他のグループとは異なり減少

傾向を認めた。（表７） 

 

D．考察 

 地域医療連携システムは、地域における診療情報の

共有を主たる目的としたものであり、共有された情報

により重複検査の減少(4-7)や無駄な投薬などの減少、

さらには医療費削減が期待される(8, 9)のみでなく、

また、専門医とかかりつけ医を結び、特定疾患の疾病

管理などに役立つことが期待される(10)。 

 本来、その地域の医療機関の中で地域医療連携シス

テムを活用した患者を対象に、その患者の診療の質の

向上やそれによる、あるいは、重複検査などの減少な

どによる医療費の削減を検証することで、一般的な診

療における地域医療連携システムの効果を測定するこ

とが望ましい。 

 今回、糖尿病の疾病管理に対する地域医療連携シス

テムの効果を検討する目的で、レセプト情報・特定健

診等情報データベース（NDB）の集計表データを用い

て、地域医療連携システムを導入・非導入の二次医療

圏における糖尿病の投薬、検査、指導管理といった診

療プロセス、および、糖尿病関連の合併症率、診療報

酬請求額の経年変化を検討した。経年的な変化を検討

した理由は、地域医療連携システムを導入する医療機

関、および、対象となる患者数は経年的に増加し、そ

の効果も経年的に変化すると考えられたことによる。 

 今回、地域医療連携システムを導入した医療機関に

おける患者群であるグループ１が同じ医療圏のグルー

プ２、さらに、非導入の医療圏に比較して、一部の糖

尿病治療薬や糖尿病性神経障害などの経年的な変化が

単独で認められ、地域医療連携システムがそれらの結

果に影響した可能性が考えられた。 

 しかし、地域医療連携システムによる影響の他に、

地域間の違いや同一地域においても医療機関、それに

属する医療者の特性や診療の質レベルの違いが交絡要

因として今回の結果に影響している可能も高く、地域

医療連携システムによる直接的な結果とは言えない。

(11)  

 また、今回用いたNDBの活用においては、以下のよう

な幾つかの限界がある。 

１） 個々の医療機関の特定が不可能であるため、

導入・非導入医療機関における患者の区別だけ

でなく、導入医療機関の導入時期やその活用程

度による要因の排除も不可能である。 

２） 患者側の要因として、地域医療連携システム

導入・非導入の医療機関の双方を受診する可能

性があり、そのような患者では、 

３） 糖尿病患者においては、重症化するほど、合

併症が多くなり、また、高血圧などの併発症が

あるほど、重症化しやすいために専門病院に受

診しやすいため、今回のグループ別のように医

療機関の中で病院の比率が高いグループ１など

では重症の患者を扱っていることになり、他の

グループとは患者特性が異なることが想定され

る。 

４） 目的とする疾病管理に対する専門医とかかり

つけ医等による診療連携の効果が、診療情報提

供書の有無により確認できる可能性があるが、

その目的が糖尿病の管理目的かどうかは不明の

ため、必ずしも参考にならない。 

５） 今回の集計患者数は平成 22年度から平成 26

年度でグループによっては２倍を超える患者数

となっている。これは、全体のレセプト収集数

の増加割合や、糖尿病の自然増を大きく超えて

おり、患者の名寄せの問題（一人が重複して登

録されている可能性）以外にも何らかの要因が

関連して可能性がある。そのため、特に患者数

増加割合の多いグループでは、検査頻度や年間

診療報酬請求額が複数に分割されるなどの影響

が多くなる可能性が考えられる。 

 今回の検討結果は、上記のような限界はあるもの

の、地域医療連携システムによる診療情報の共有に

よる診療の継続性の効果の可能性が想定され、今後

の検討に期待させるものであるが、その際には以下
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のような考慮が必要である。 

 まず、地域医療連携システムの効果を検討する際

の理想的な研究デザインは、地域医療連携システム

導入・非導入の医療機関において、システムを活用

した患者とそれ以外の患者とを分けて、経時的にそ

の後の診療内容、予後、診療報酬請求についてフォ

ローする観察研究を行うか、あるいは、医療連携シ

ステム導入医療機関に受診する患者で、診療連携シ

ステムを用いる患者群と用いない患者群の２群で同

様にその後の診療内容、予後、診療報酬請求を比較

することになるが、これらの記録が分散し、また、

診療情報としてどの程度、活用しているかが不明な、

いわゆるPull型のシステム(12)では医療者の負担が

大きく困難と思われる。そのため、今後は、このよ

うな情報収集や調査を容易に行えるような支援機能

が地域医療連携システムに組み込まれることが望ま

れる。(13) 

 また、今回の結果および現状のシステム状況を考

慮すると、NDBを活用する事は今後も次善の方法とし

て有用と考えられる。その際に、上記の地域医療連

携システムの活用状況の情報は重要であり、今回の

ような集計表ではなく、特別抽出による個票単位で

システム導入の医療機関と非導入の医療機関に受診

している患者かどうかの紐付けを行い、その上で診

療報酬請求内容からより詳細な検討を行うことなど

の工夫が必要である。 

 

E．結論 

 地域医療連携システムの臨床的な効果を推定するた

めに、レセプト情報・特定健診等情報データベースを

用いて、地域医療連携システム導入を行っている医療

機関とそれ以外の医療機関に受診する糖尿病患者を対

象に、その診療内容、合併症頻度、診療報酬請求額な

どを比較検討した。その結果、一部の診療内容および

合併症について地域医療連携システムを導入している

医療機関の患者グループで、経年的な変化を認めたが、

診療報酬請求額には変化を認めなかった。 

 今後、今回得られた診療状況の経年的な結果が地域

医療連携システム本来の効果によるものか否かを明確

にすることが必要である。そのためには、医療者の負

荷がなく蓄積された情報で検討可能となること必要で

あり、そのような情報収集の機能がシステムに付加さ

れることが望まれる。同時に、今回、用いたレセプト

情報・特定健診等情報データベースの個票レベルでの

情報をシステム活用の情報と連結するなどの工夫によ

りさらに精緻な検討が可能と考えられ、今後も重要な

な情報源として活用されるものと考えられた。 

 

F．健康危害情報 

該当せず。 

G．研究発表 

1. 論文発表 

 なし 

 

2.学会発表 

 なし 

 

H．知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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表1 選択した二次医療圏の人口構成および内分泌・栄養および代謝性疾患の頻度

人口比、年齢階層比は平成
 
表２ グループ別の患者、医療機関特性

平均患者数：平成
患者増加率：平成
***平成XX年調査を基に分類した。
 

選択した二次医療圏の人口構成および内分泌・栄養および代謝性疾患の頻度
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患者増加率：平成22年を基準とした平成
年調査を基に分類した。
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年〜26年における集計対象患者数の平均
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表

P< 0.05
方向性：

 

図２ 年度別・年齢別患者数変化

 
 
 
表4 診療内容における経年変化（傾向検定）

P< 0.05のものに背景色を付けた。
方向性：-は減少方向、＋は増加方向

年度別・年齢別患者数変化

診療内容における経年変化（傾向検定）

のものに背景色を付けた。
は減少方向、＋は増加方向

年度別・年齢別患者数変化 

診療内容における経年変化（傾向検定）

のものに背景色を付けた。 
は減少方向、＋は増加方向

診療内容における経年変化（傾向検定） 

 
は減少方向、＋は増加方向 
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表５ 診療プロセスにおける重回帰分析結果 

 
**医療機関構成比は、多重共線性により除外された。 

  

グループ2 グループ3 グループ4 グループ1 グループ2 グループ3 グループ4 年令階層 平均患者数 患者増加率

β -0.2749 -0.2853 -0.2422 -0.0186 -0.0202 -0.0081 -0.0263 0.0261 -0.0417 0.0000 0.2733

p 0.000 0.000 0.000 0.000 0.816 0.125 0.263 0.000 0.000 0.001 0.000

β 0.1000 -0.0066 0.1381 0.0202 0.0130 0.0245 0.0102 0.0228 -0.0804 0.0000 -0.0769

p 0.000 0.808 0.000 0.000 0.272 0.510 0.127 0.001 0.000 0.445 0.015

β 0.1470 0.1811 0.0774 -0.0440 -0.0402 -0.0335 -0.0247 -0.0200 0.0415 0.0000 -0.1205

p 0.000 0.000 0.004 0.000 0.460 0.043 0.000 0.000 0.000 0.018 0.000

β 0.0063 0.0879 0.1215 -0.0307 -0.0264 -0.0244 -0.0329 -0.0185 0.0418 0.0000 -0.0819

p 0.737 0.000 0.000 0.000 0.470 0.294 0.705 0.002 0.000 0.027 0.005

β 0.1293 0.1664 0.1463 -0.0254 -0.0345 -0.0460 -0.0401 -0.0205 0.0107 0.0000 -0.0804

p 0.000 0.000 0.000 0.000 0.046 0.000 0.002 0.000 0.010 0.756 0.000

β 0.0116 0.0322 0.0305 -0.0154 -0.0129 -0.0181 -0.0198 -0.0034 0.0126 0.0000 -0.0350

p 0.201 0.008 0.039 0.000 0.384 0.340 0.122 0.239 0.000 0.665 0.012

β 0.0568 0.1619 0.2055 0.1151 0.1234 0.1186 0.1189 -0.0132 0.0266 0.0000 -0.1589

p 0.033 0.000 0.000 0.000 0.323 0.678 0.645 0.118 0.001 0.001 0.000

β 0.0218 0.0173 0.0285 0.0084 0.0126 0.0073 0.0084 -0.0034 0.0034 0.0000 -0.0238

p 0.000 0.003 0.000 0.000 0.002 0.405 0.989 0.013 0.006 0.154 0.000

β -0.0084 0.0232 0.0992 -0.0008 0.0091 0.0080 0.0018 0.0095 0.1349 0.0000 -0.1159

p 0.639 0.330 0.001 0.839 0.082 0.122 0.646 0.097 0.000 0.574 0.000

β 0.0673 0.1639 0.2102 0.0013 0.0185 0.0140 0.0094 0.0855 0.0464 0.0000 -0.2977

p 0.024 0.000 0.000 0.843 0.069 0.179 0.391 0.000 0.000 0.390 0.000

β 0.8563 1.2029 0.8822 -0.0560 0.0290 -0.0755 0.0292 0.1427 0.1733 0.0000 -0.5603

p 0.000 0.000 0.006 0.204 0.172 0.754 0.171 0.023 0.002 0.651 0.063

β -0.0432 0.3117 0.2080 0.0323 0.0472 0.0110 -0.0106 -0.0176 -0.0053 0.0000 -0.1836

p 0.201 0.000 0.000 0.000 0.167 0.047 0.000 0.102 0.585 0.774 0.000

β -6.0788 -3.2286 -1.1315 -1.2729 -0.4642 -0.7789 -1.1167 -0.3978 0.7676 -0.0002 0.8477
p 0.000 0.000 0.294 0.000 0.000 0.020 0.458 0.060 0.000 0.639 0.404

β 0.8870 0.7446 -0.0281 -0.0475 -0.1969 -0.1355 0.1154 0.0565 -0.0491 0.0000 -0.6315

p 0.000 0.007 0.933 0.302 0.023 0.177 0.013 0.385 0.405 0.988 0.045

β -1.9547 0.0793 -0.1339 0.1929 0.0950 -0.0180 -0.0118 0.0328 0.0305 0.0000 0.0444

p 0.000 0.644 0.524 0.000 0.018 0.000 0.000 0.424 0.412 0.683 0.823

β -0.0741 -0.0867 0.0019 0.0383 0.0026 0.0243 0.0140 0.0233 -0.0403 0.0000 0.1679

p 0.117 0.168 0.980 0.000 0.018 0.349 0.106 0.120 0.003 0.612 0.021

β 1.6551 -0.7447 -0.7747 -0.3217 -0.3196 -0.0740 0.0661 -0.0119 0.2046 -0.0001 -0.8412

p 0.000 0.029 0.064 0.000 0.979 0.003 0.000 0.884 0.006 0.522 0.033

β 0.5913 0.2280 -0.2703 -0.0243 -0.2491 -0.1202 0.0754 0.0706 0.0392 0.0000 -0.5420

p 0.007 0.428 0.442 0.617 0.001 0.164 0.148 0.304 0.529 0.908 0.103

β 0.0012 0.0050 0.0031 0.0006 0.0000 0.0035 0.0023 0.0007 0.0006 0.0000 -0.0077

p 0.745 0.318 0.619 0.453 0.596 0.019 0.158 0.574 0.569 0.658 0.185

β -0.0171 -0.0018 -0.0189 0.0127 0.0000 -0.0048 0.0036 -0.0003 -0.0022 0.0000 0.0166

p 0.009 0.832 0.073 0.000 0.000 0.000 0.000 0.869 0.237 0.049 0.096

β 0.0806 0.4685 0.1683 0.0061 0.0142 -0.0800 0.0088 -0.0014 0.0268 0.0000 -0.1435

p 0.014 0.000 0.002 0.402 0.431 0.000 0.798 0.895 0.005 0.233 0.004

*グループ1をReferenceとした
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図３. グループ別糖尿病トリオパシーと診療報酬請求額の経年変化 
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表６ 合併症や医療費についての経年変化（傾向検定） 

 
 
 
 
表７ 合併症や医療費についての重回帰分析結果 

*グループ１をreferenceとした。 

**医療機関構成比は、多重共線性により除外された。 

 

医療圏

方向性 p 方向性 p 方向性 p 方向性 p

糖尿病性腎症 - 0.003 + 0.000 + 0.000 0.179
糖尿病性網膜症 - 0.000 - 0.036 + 0.044 0.245
糖尿病性神経障害 0.377 0.140 0.525 - 0.001
糖尿病性血管障害 0.781 0.992 0.910 0.321
高血圧 0.952 0.599 0.692 0.707
高脂血症 0.145 0.628 0.957 0.448
狭心症 0.654 0.486 0.891 0.798
心筋梗塞 0.278 0.715 0.842 0.724
脳血管障害 0.479 0.795 0.856 0.465
死亡 0.848 0.193 0.752 0.405
診療報酬点数 0.639 0.712 0.660 0.089

A B C

グループ
1 2 3 4

グループ2 グループ3 グループ4 グループ1 グループ2 グループ3 グループ4 年令階層 平均患者数 患者増加率

β -0.9306 -0.4862 0.0367 -0.0247 0.0051 0.0269 -0.0321 -0.0319 0.2348 0.0000 0.1345

p 0.000 0.000 0.734 0.100 0.161 0.016 0.725 0.132 0.000 0.416 0.188

β -0.1689 -0.1695 -0.1068 -0.0178 0.0211 0.0132 -0.0007 -0.0142 0.0003 0.0000 -0.0413

p 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.933 0.902 0.044

β 0.0267 0.0178 0.0077 -0.0193 -0.0050 0.0081 -0.0030 0.0240 -0.0061 0.0000 -0.0260

p 0.039 0.297 0.710 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000 0.102 0.000 0.187

β -0.0474 -0.0332 -0.0192 -0.0041 0.0002 -0.0015 -0.0035 -0.0002 0.0010 0.0000 -0.0013

p 0.000 0.000 0.006 0.000 0.002 0.051 0.660 0.904 0.440 0.005 0.841

β -0.0055 -0.0033 -0.0002 -0.0001 0.0000 -0.0001 -0.0003 -0.0019 0.0004 0.0000 -0.0011

p 0.000 0.056 0.909 0.757 0.818 0.925 0.638 0.000 0.246 0.333 0.591

β -0.0461 -0.1099 -0.0168 -0.0044 -0.0080 0.0053 -0.0076 -0.0285 0.0663 0.0000 0.0531

p 0.008 0.000 0.552 0.257 0.517 0.078 0.563 0.000 0.000 0.063 0.047

β -0.0191 -0.0151 -0.0029 -0.0034 -0.0008 -0.0003 -0.0022 -0.0177 0.0084 0.0000 0.0028

p 0.000 0.004 0.647 0.000 0.042 0.015 0.348 0.000 0.000 0.250 0.647

β -0.0743 -0.0766 -0.0487 -0.0045 -0.0045 -0.0037 -0.0069 -0.0210 0.0509 0.0000 0.0581

p 0.000 0.000 0.007 0.067 0.994 0.801 0.505 0.000 0.000 0.212 0.001

β 0.0041 0.0963 0.0952 0.0007 0.0134 0.0066 0.0068 0.0130 0.1242 0.0000 -0.1432

p 0.818 0.000 0.001 0.857 0.027 0.301 0.283 0.023 0.000 1.000 0.000

β 0.1487 0.1943 0.1223 -0.0123 0.0122 0.0015 0.0070 0.0731 0.0327 0.0000 -0.2408

p 0.000 0.000 0.002 0.020 0.001 0.064 0.010 0.000 0.000 0.019 0.000
β -0.0407 -0.0270 -0.0069 -0.0006 0.0007 -0.0008 -0.0016 -0.0071 0.0094 0.0000 0.0356
p 0.000 0.001 0.500 0.651 0.518 0.939 0.625 0.000 0.000 0.030 0.000

0.7912

0.9235

0.9337

0.5992

0.7208

0.7837

0.6253

0.7431

0.3894

0.8947

経年変化
補正R2

0.9171

Baseのグループ差*
性別

年齢階層別

診療報酬点数
（LN）
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